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研究ノート
南朝鮮においてアメリカ軍政庁が行った
土地改革に関する評価について
鶴
? ?
? 嶺
南朝鮮においてアメリカ軍政庁が行った土地改革1)を失敗だとする見解は．いくつか存
在する。
アメリカの朝鮮問題専門家でこの見解をとるものは， だいたいつぎのようにいってい
る2)。南朝鮮におけるアメリカ軍政は， 日本にたいする占領政策と違って，ほとんど準備
なしで行われなければならなかった。朝鮮の事情に通じているものも，皆無といってよい
ありさまであった。そして，アメリカ軍政が頼りにした朝鮮人協力者には，保守的な地主
層が圧倒的に多かった。そのために，朝鮮農民の実情や要求をつかむことができなかっ
た。北朝鮮に徹底的な土地改革が行われ，これが朝鮮全土の農民に歓迎され，待望される
のをみて，あわてて農地改革案を提示したけれども，地主層の多い立法議院にさまたげら
れてしまった。ようやく旧日本人所有地の払下げにこぎつけ， これが政治的安定に貢献
し，後の農地改革を規定したけれども，これも充分に行なうことができなかった。農地改
革法は，李承晩政府によって，きわめて地主的なものに手直しされて，朝鮮戦争勃発後に
1)南朝鮮でアメリカ軍政庁が行った土地改革の，概要経過については，拙稿「南朝鮮に
おけるアメリカ軍政と土地改革」（『経済論集』第26巻第6号）
2) Geoge M. McCune, "Occupation Politics in Korea," Far Eastern Survey 
Vol. XV No. 3, Edward W. Wagner, "Failure in Korea" Foreign Affairs, 
Vol. 40, Frank Baldwin, Without Parallel; ・枷 American-KoreanRelat加 ship
since 1945, Pantheon Books Random House, N. Y. 1974, Gary L. Olson, U. 
S. Foreign Policy and the Third World Peasant; Land Reform and Latin 
America, Praeger N. Y., 1974. David G. Cole and Princeton N. Lyman, 
Korean DevelojJment; the Intグplayof Politics and Economics, Harvard Univer-
sity Press, Massachusetts, 1971などいずれもこのような見解をとっている。 ， 
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ようやく実施されることになった。そのため，農民の要求にこたえた農地改革にはならな
かった。
このようにアメリカ軍政の土地改革の失敗を指摘するものは，李承晩時代，朴正熙政府
成立後と執筆の時期も異なり，政治的立場などがさまざまであるけれども，上に要約した
内容で失敗をとらえていることでは共通である。そして，南朝鮮の土地改革が失敗であっ
たのにたいして成功した例としてもちだされるのが， H本の農地改革である。
これにたいして， 日本人と朝鮮人でこの失敗を指摘する人には，マルクス主義の立場を
かかげる人が多い。そこでは，アメリカ軍政の土地改革が，農民の運動をおさえ，なだめ
るために行われたごまかしのものであり，きわめて地主的な，不充分なものであることが
強調される。わが国では， 1951年から数年間，日本の農地改革の意義を全面的に否定する
見解が，マルクス主義者の間を支配した。帝国主義は前近代的地主を利用し，足場にして
支配するものなのであり，したがって，アメリカ帝国主義軍の占領下で寄生地主制を廃す
る民主化政策が行われるはずがないという，信念めいた説明であった。この日本農地改革
否定論の立場から南朝鮮の土地改革をみるものも少くない。
ところで，不充分とかごまかしとかいう評価は，いったい，どのような基準を意識して
いわれるのであろうか。
帝国主義軍が社会主義と結びつくような革命的土地改革を行なわないことは，誰にとっ
ても，当然の前提である。問題となる基準は，その上に資本主義的関係を急速に発展させ
ることのできる農民的土地改革である。そして，この基準から，資本主義政府の行なう土
地改革を社会主義政府の遂行する土地改革と比較することもしばしばみられる。例えば，
南朝鮮の土地改革配北朝鮮の土地改革と比較することが行なわれる。これは． 土地改革
は，社会主義政府によって遂行されても，それだけでは，ロシアのように土地を国有化し
て，農民の耕作権を保護するものであろうと，北朝鮮のように，土地を耕作農民に分配し
てその経営を保護するものであろうと，それだけでは，その上に資本主義的関係を急速に
発展させる資本主義的なものだと考えられているからである。土地改革が，社会主義的計
画経済と結びついて，その国全体の社会主義的発展に貢献するには，そのための処置がと
くに講じられなければならない。このように，農民的土地改革を，それが遂行される体制
のいかんをとわず資本主義的なものとしてとらえ，そこで，どれほど徹底したものとして
行われたのか，農民経営発展の条件がどれほど作られたのかが論じられるのである。南朝
鮮の土地改革が不徹底だといわれるのは，このようなことを前提にしているのである。
しかし，前近代的土地所有関係を廃絶して資本主義的関係が発展できる土地所有関係を
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作りだす土地改革は，常に農民的なものとして行なわれるのではない。前近代的地主がヘ
ゲモニーをにぎって，自分自身を資本主義的ユンカーに変える地主的なものがある。農民
的土地改革が前近代的土地所有を急激に廃絶し，資本主義的関係が急速に発展できる条件
を作り出すのにたいして，地主的改革は，ゅっくりした過程をへて，資本主義的発展の条
件を不充分な形でしか作り出さない。この前近代的土地所有を近代的なものにする変革
は，単にある国の変革が農民的なものとして行われ，他の国のものが地主的であるという
関係にあるだけでなく，ある国の変革の過程は，農民的なものと地主的なものとが，対抗
して争いながら進行するのである3)。
この農業資本主義化の二つの道を頭において韓国の農地改革をみれば，それが農民的士
地改革として不徹底なものであればあるほど，より地主的なものだったといえるのではな
かろうか。農民的土地改革としては問題の多いアメリカ軍政庁農地改革案を，地主層の多
い立法院は審議末了にもちこみ， アメリカ軍政庁の旧日本人所有地の払下げにたいして
も，その実施に抵抗を示したことも，地主的コースもしくはこれに関連のあることととら
えることができないものであろうか。
このような問題意識をもって，ここでは，南朝鮮の農地改革にたいする金広志の評価を
中心に，これまで日本人と朝鮮人の朝鮮問題専門家の南朝鮮農地改革にたいする評価，と
くにアメリカ軍政庁の行った土地改革にたいする評価に疑問をなげかけようとするもので
ある。金広志の評価を中心に検討するのは，その「南朝鮮『農地改革』の本質と実態」 4)
が，南朝鮮農地改革批判としては，最も要領よくまとまったものと思われるからである。
金論文は，李承晩政府が行なった農地改革を検討したものであるが，アメリカ軍政庁の行
なった土地改革についてもはっきりした評価を行なっており，また，李承晩政府の農地改
革について使っている資料が，アメリカ軍政庁の行なった土地改革を評価するためにも重
要なものであるので，これを中心にして検討することにしたものである。
金広志は，まず，アメリカ軍進駐直後に行なわれた小作料統制について，次のようにい
っている。
「アメリカ軍政庁はまず,1945年9月25日付の法令『敵産に関する件』および同年12
3)ここで農民的土地改革と農民的土地改革とを対抗させているのは， レーニンの農業資
本主義的進化の二つの道の理論に沿ったものである。このレーニンの理論およびこれ
をめぐるわが国の論争については上原信博「『土地国有論」と「二つの道』の論理J
（山田盛太郎『変革期における地代範疇』岩波書店1956年）をみられたい。
4)滝川勉編『東南アジアの農業・農民問題』亜紀書房1971年7月所収。
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月6日付の法令『日本人財産取得に関する件』を公布して，旧日本人所有のいっさいの
公私財産を接収するとともに，土地所有権が変更なしに維持されること，小作人は無条
件に地主に小作料を支払うべきことを宣言し，南朝鮮での植民地的，半封建的土地所有
制度を維持する意図を明らかにした。
8・15解放直後から，南朝鮮農民の間では，土地と自由を要求し，小作料不払い運動
を展開するなど，広範な農民運動が急速に進展していた。アメリカ軍占領者はこの運動
をおさえ，なだめるために， 1945年10月5日付の法令「最高小作料決定に関する件』を
公布して，小作料を収穫高の三分の一に引下げる命令をだした。しかし，これは農民に
とってなんらの利益をもたらさなかった。なぜなら，この法令自体が完全に実施されな
かったばかりでなく，農民大衆がもっともつよく要求していた地主的土地所有の変革に
は手をつける意思のないことを明らかにしたからである。同法令はまた，形式的に小作
契約の一方的解除を禁ずることをうたったが，これは「小作権保護」の名のもとに，解
放前からの小作制度を維持温存しようとする意図を示したものであった」5)。
たしかに， 1945年10月に出された小作料統制令は， I卜作料を収穫高の3分の 1におさえ
ることによって，日本の統治から解放された朝鮮農民が日本支配の基礎をなした地主制の
急激な廃絶を求めて動きだしていたのを，おさえ，なだめるものであった。しかし，この
小作料統制は，単に南朝鮮にだけ行なわれたのではない。ソ連軍の占領する北朝鮮でも，
同じ10月に，地主の取分3,小作の取分7と十る三・七制が開始されている6)。地主制の
廃絶を求める農民運動は，朝鮮全士で大きな高まりを示していた。朝鮮民主主義人民共和
国では，この三・七制を土地改革の一段階として積極的に評価しているが，この北朝鮮の
三・七制は，農民の地主制廃絶の動きを，おさえ，なだめる役割を果さなかったのであろ
うか。金広志は，北朝鮮の土地改革を「ソ連の進駐によって情勢が革命の発展に有利であ
った北朝鮮では， 1946年3月，地主的土地所有と小作制度を完全に一掃する士地改革が短
期間のうちに徹底的に実施された」と高く評価しているが．三・七制については一言もふ
れていない。
金広志は，士地改革の重要性を，金日成を引用しながら，次のようにのべている。
「解放前の「わが国の農村を支配していた封建的土地所有関係は，数百万の農民を封
建的搾取と従属のもとにしばりつけ，農業生産力の発展を拘束していたばかりでなく．
5)前掲書303ページ。
6)三・七制をふくむ北朝鮮の土地改革については，拙稿「北朝鮮の土地改革」（『経済論
集」第25巻5号）。
12 
南朝鮮においてアメリカ軍政庁が行った土地改革に関する評価について（鶴嶋） 123 
全般的な社会の進歩をはばむ樫桔Jとなっていた。したがって，封建的土地所有関係を
一掃することなしに，農民を封建的搾取と抑圧から解放し，農業生産力の発展を促すこ
とも，国民経済の復興発展をはかることもできないし，帝国主義と国内反動のおもな社
会的支柱である地主階級とその経済的基盤を一掃して，農村を反動の陣地から民主主義
の陣地にかえることも不可能であった。まさに， 『土地問題の解決は， 反帝・反封建民
主主義革命においての基本内容となっていた」のである」7)。
全広志は，このような土地改革の意義の理解から，朝鮮における反帝・反封建民主主義
革命が，国の北部でだけ成功的に遂行されたとして，ただちに1946年3月に開始された北
朝鮮の土地改革の説明に移っている。しかし，実際には，日本の支配から解放された朝鮮
の革命が，人民民主主義的なものと規定されたからこそ，ただちに徹底的な地主制の廃絶
に着手するのではなく，小作料統制が実施されることになったのであった。人民民主主義
の課題なるもののために，比較的おだやかな土地改革を行うことは，この時期に北朝鮮と
同様にソ連軍に占領された地域でほぽ共通してみられることである。北朝鮮の三・七制
も，朝鮮全土にみなぎる徹底した土地改革への動きからみれば，この急進的農民運動をお
さえ，徹底した土地改革の即時実施を望む農民の要求をなだめるものであったことはいな
めない8)。ただ，北朝鮮においては，この三・七制実施の時にすでに，徹底した土地改革
が展望されており，日本帝国主義および親日地主の土地没収を組織し三・七制の厳密な実
施にむけて地主を監視する動きの中で，農民の組織化が進められた。これにたいして，南
朝鮮では，小作料統制は土地改革を展望して，その一段階として行なわれたのではなかっ
た。農民組合では，地主の監視を通じて運動をのばし，徹底した土地改革を期する動きが
あったが，これは，北朝鮮のばあいと違って，占領軍によって支援されることなく，弾圧
された。ここに大きな違いがある。南朝鮮の小作料統制を，北朝鮮の三・七制と対比して
なお批判するぱあいには，この違いが指摘されなければならないであろう。
7)滝川前提書300ペー ジ。
8)解放直後の北朝鮮において，人民民主主義革命をめざす朝鮮共産党行動網領が発表さ
れ，そこでは，反ファッショ統一戦線の重要性から，ソ連を朝鮮民族解放の救い船で
あると規定するとともに，米英を反ファッショ戦の勝利者で，親密な友好関係を結ば
なければならないとし，国内政策では， 日本帝国主義者と親日朝鮮人および反動地主
の土地は没収するけれども，非親日派の私有財産と土地を承認し，大地主所有地の制
限没収を取下げることが記されていたと伝えられている（坪江油二『朝鮮民族独立運
動秘史」巌南堂1966年） 454-457ページ
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旧日本人所有地の接収と新韓公社による経営は，金広志によって，アメリカ軍占領者に
よる農業部門再編成としてとらえられている。そして，新韓公社は55万余戸の小作農家に
たいする収取関係において，過去の日本人地主が強行してきた方式と政策をそのまま踏襲
し，またかえって強化しただけであるという印貞植『朝鮮農業論」の見解が引用され，新
韓公社が小作農民と取りかわした小作契約書なども，かつての東洋拓植株式会社や日本人
巨大地主とのものとほとんど変らず，したがって日本人が徴収していた現物小作料をその
まま徴収したといわれている9)。アメリカ軍政庁によって作られた新韓公社において，小
作料統制がどのように無視されて，日本人地主よりも苛酷などのような小作料の収取が行
なわれたのか。具体的な事実が知りたいものである。
アメリカ軍政庁が行なった旧日本人所有地払下げについては，この断行をアメリカ軍政
庁によぎなくさせたものとして，二つのことが指摘されている。
一つは，北朝鮮の土地改革が南朝鮮におよぽした影響である。 1946年3月に北朝鮮で開
始された徹底的な土地改革はもちろん，これにむけての動きも南朝鮮において，同様の土
地改革のすみやかな実施を求める運動を高揚させた。政治的危機とくに地主制の危機が農
業政策の転換を強いた。
いま一つは， 1948年5月に李承晩政権を樹立するために，ある程度の政治的安定を必要
としたことである。これと農地改革との関連を，金広志は，次のようにのべている。
「南北の分断を固定化し，南朝鮮を反共の前哨基地にするための，アメリカ帝国主義
の対南朝鮮政策のスケジュールには，すでに1948年5月の南朝鮮単独選挙とかいらい政
権の樹立が日程にのぼっていた。これを強行するためには，南北統一戦挙・統一政府と
民主主義的諸改革を要求する南朝鮮人民大衆の闘争を分裂させ，その戦線から農民を切
り崩すことが必要であった。そのためには， 『農地改革」の実施がいそがれなければな
らなかった」10)。
アメリカ国務省は， 1946年1月に，公使の資格をもつバンスを南朝鮮に派遣して，農地
改革案を準備させていた。バンス案は， 1947年12月に立法議院に提出されたが，地主層の
多い立法議院で審議末了にもちこまれ，アメリカ軍政庁自らが，旧日本人所有地の払下げ
を断行しなければならなかったものである。
この旧日本人所有地の払下げについて，金広志は，これは零細小作農になんら利益をも
9)滝川前掲書304~305ペー ジ。
10)同上306ペー ジ。
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たらさなかったとして，三点の批判をのべている。
第一に，それは小作制度の禁止措置を含むものでないばかりか，零細農民にはとうてい
負担しきれないほどの高い有償払下げだったという。払下げ土地価格は，年平均生産高の
3倍，これを毎年，年生産高の20彩ずつ15年間年賦で支払うこととされていたが，この年
平均生産高は， 1942年以前の3年間の現物収穫高を基準としたものである。金広志は，こ
の戦前の3年間は，朝鮮晨業の生産力が高かった時期であり，解放後，水利施設の破壊，
役畜，化学肥料の不足などによって，生産力が低下しているので，実際の土地代価は毎年
の実収量の20彩をはるかに上回るものとなったというのである。さらに，それまで新韓公
社が負担していた地税，水税，農地修繕費も，農民が負担することになり，また土地所有
者になったということで穀物の供出割当量も引上げられ，こうして，士地払下げをうけた
農民の現物負担は，供出分までふくめると，収穫高の80彩にたっしたというのである。
この払下げ価格に関して，クライド・ミッチェルの評価は，かなり異なっている。ミッ
チェルは，年平均生産高は，たしかに1930年代終りから1940年代初めの実際の生産量と公
的土地区分にもとづいているが，肥料その他の生産必需品などが入手できない状況を考慮
して40彩だけ低く計算されており，そのため土地価格のサンプル調査の結果は，だいたい
正確であるか，どちらかといえば農民に有利になっているといっている11)。
金広志の批判の第二の点は，農民が年賦償還を怠るか，土地払下げ契約に違反するとき
は，抵当権者である中央土地行政所によって抵当権を行使され，このばあい，すでに支払
った年賦（現物）については，市場価格の三分の一程度の公定価格を基準にして，その75
彩にあたる金額を契約農民に返還し，そのうちから所要費を控除することになっていたこ
とである12)。
第三の批判点として，金広志は15年間の年賦償還が完了するまで，農民は払下げを受け
た土地の売渡，譲渡，その他の処分，小作その他の賃貸契約，抵当権，地上権，その他の
担保権，優先権の設定などを禁止されていたため，土地の払下げを受けた農民の大多数
は，債務奴隷的地位に転落するか，再び土地を奪われなければならなかったといってい
る18)。
払下げされた土地は，たとえ数年間に償還を終えても，土地購入の日から1吟三間は，転
売を禁止されていた。これは，投機業者が農民に金を貸して，払下げ農地を実質的に支配
11) C. Clyde Mitchell, "Land Reform in South Korea" Pacific Affairs p. 145。
12)滝JI!前掲書307ページ。
13)同上307~308ページ。
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するのを防ぐための処置であった。
しかし，旧日本人所有地の払下げにたいする金広志のもっとも痛烈な批判は，この払下
げの業務がほとんど進まなかったことの指摘であろう。これまでは，この払下げは，左翼
がボイコットするようにうったえたにもかかわらず，農民の土地所有欲が強く，農民が競
って払下げを受けようとしたようにいわれてきた。ミッチェルは， 1943年4月3日に朝鮮
農民に払下げられることになっていた旧日本人所有地140万農地は，新しく朝鮮人の政府
が成立したその年の8月3日までに8596払下げが完了し，残りの土地もその後まもなく売
却され，例外的に残っているのは，法的に問題があるか，実測しなおす必要のある土地だ
といっている14)。これにたいして，金広志は，新韓公社所有の旧日本人所有地28万町歩
のうち，実際に払下げられた面積は，李承晩政府による農地改革の実施時 (1950年10月）
までに，わずか5万町歩内外にすぎず，残りの23万町歩は，農地改革の対象面積に編入さ
れたといっている15)。
さらに，旧日本人所有地の払下げが，朝鮮地主を対象とした農地改革におよぽした影響
が再検討されなければならないであろう。この1日日本人所有地の払下げは，その後の一般
農地を対象とする農地改革をも規定するものとして断行されたし，そのような影響をもっ
たものとして考えられてきた。金広志も，この農地改革がアメリカ軍政下で実施されずに
保留され，李承晩にひき継がれたのは， 「農民にかいらい政権を支持させるための一種の
術策であったことだけは間違いない」16)といっている。しかし， 1949年6月21日に一般農
地を対象に公布された農地改革法は，農地改革準備期間とされた間に修正されて， 1950年
3月10日改正農地改革法として公布された。この新しい農地改革法もさらに実施を引きの
ばされ，それが実施されたのは，朝鮮戦争のさなか，仁川にアメリカ軍が上陸した直後の
1950年10月であった。
14) Mitchell, ibid., p. 144。農地改革記録委員会『農地改革鎮末概要』農政調査会1951年
も次のようについている「国家土地策理部は1948年の5月末迄のニカ月間に分配予定
農地約59万筆の76彩すなわち45万筆の所有転換に成功した。この売渡面積は農民1人
当に平均すると僅かに1.1エーカー（約4反5畝）に過ぎないが，売渡土地の大部分
は最も有利な水田地帯にあるので，その南鮮農民の独立自営化に与える影響は零細な
売渡面積の数字が示す以上に大きな意義をもつと言われるのである」（同書1290ペー
ジ）
15)滝川前掲書308ペー ジ。
16)同上309ペー ジ。
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金広志は， 朝鮮戦争の初期に朝鮮人民軍の解放地域に徹底した土地改革が実施されたた
め，李承晩政府が，その成果を払拭し，農民におよぼす影響を防ごうとしたのだとしてい
る17)。土地改革を農民の共産主義化を防ぐ有効な手段だとするアメリカ合衆国の対外政
策にたいして，朝鮮地主とその政府はできる限りの抵抗を試みてきたのであるが，朝鮮人
民軍によって南朝鮮の大部分がいったんは解放され，それがアメリカ軍の干渉によってよ
うやく奪いかえされるという状況下で，農地改革の実施にふみきらなければなくなったも
のであろう。
南朝鮮でアメリカ軍政庁が行なった農地改革は，朝鮮地主のしつような妨害をうけた。
小作料統制と旧日本人所有地の払下げは，ともになかなか法令どうりに実施されなかった
だけでなく，これが一般農地を対象にした農地改革におよぼす影響も阻害された。たしか
に，朝鮮地主は，農地改革にたいして，頑強に抵抗したのであった。
しかし，このような頑強な地主の抵抗にもかかわらず，アメリカ軍政庁の土地改革は，
南朝鮮地主制の廃止に，かなりの役割を果したということができる。たしかに，旧日本人
所有地の払下げも思うように進まなかった。一般農地を対象とする農地放革法も，地主的
なものに修正されてなお容易に実施されなかった。しかし，そのかたわらで，南朝鮮の小
作地は，大巾に減少したのである。金広志が掲げる表を利用しながら，それを示そう。
まず， 1945年の土地所有状況を示すのが第1表である。総耕地面積は232万町歩，その
うち旧日本人地主所有地と朝鮮人地主所有地は，あわせて水田39万的歩（水田総面積の70
96), 畑58万町歩（畑総面精の56彩），合計147万町歩（総耕地面積の6.33彩）にたっして
いた。自作地は， 147万町歩，総耕地面積の36.7彩にすぎなかった。このように地主に土
地が集中されていたので，農民の自小作別構成も， 総農家200万9077戸のうち， 自作農は
17)金広志は，朝鮮人民軍によって解放された南朝鮮の土地改革について，次のように説
明している。
「朝鮮戦争の初期，朝鮮人民軍が南半部の大部分の地域を解放するや，ただちに朝
鮮民主主義人民共和国最高人民会議常任委員会の政令によって，短時日のうちに解放
地城（南半部の1526個面のうち， 1198個面）に撤底的な土地改が実施された。これに
よってアメリカ軍と李承晩政権，同機関および地主所有の土地59万6,202町歩が無償
没収され，そのうち， 57万343町歩が130万戸の雇農，土地のない農民，土地の少ない
農民に無償で分与され， 2万2,859町歩は全人民的所有とされ，このほかに，新韓公
社をはじめ李承晩政権，同機関および地主から，南朝鮮農民が年賦その他の方法で買
わされた8万9,994町歩にたいする債権が廃棄された」（同上書310ペー ジ）。
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第1表 南朝鮮の土地所有状況 (1945年末現在・単位： 1万町歩）
I合計 1水田！畑
総耕地
小作地
(A) 旧日本人所有
(B)朝鮮人地主所有l贔戸攣有5町歩以下所有
地主 15万戸
自主地 (100万戸）
232 
147 
23 
124 
57 
67 
85 
128 
89 
18 
71 
43 
28 
39 
???
??
???ー
出所：朝鮮銀行調査部「朝鮮経済年報」 (1948年版） I 29ペー ジ。
滝川前掲書316ペー ジ。
14.3形にすぎず，半自作（自作兼小作と小作兼自作）は35.7彩，小作農は50%をしめた。
地主を 5町歩以上所有のものとそれ以下のものにわけてみると， 5万戸の5町歩以上所有
地主は， 15万戸の5町歩以上地主と合計でほぼ同じくらいの土地を所有していたが， 5町
歩以上地主の小作地に水田が多く，小規模地主に畑の多いことが注目される。
第2表農地改革対象面積の変遷（単位： 1万町歩）
1945・12 I 1947・6 I 1948・6 
総 耕 地 (A) 232 221. 0 207.0 
自 作 地 85 88.5 124.0 
小 作 地 124 105.6 59.7 
帰 属 地 23 26.9 23.3 
分配対象面積 (B) 147以上 132.5以上 83.4 
(A) / (B) ％ 63以上 60以上 40.2 
出所：谷浦孝雄『韓国の農業と土地制度』日本国際問題研究所，
1966年。 90ページ。滝川前掲書316ペー ジ。
谷浦孝雄『韓国の農業と土地制度』によれば， 1945年末に 124万町歩と把えられた朝鮮
人地主のもつ小作地総面積は， 1947年6月には105.6万町歩， 1948年6月には59.7万町歩
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に減少している（第2表）。 1948年の小作地59.7万町歩を1945年の 124万町歩と比べると
48.1%にすぎない。 1945年末に朝鮮人地主のもつ小作地だったところが， 1948年6月まで
に半分以上も自作地に変ったのである。この小作地が総耕地面積にしめる比率は， 1945年
に53.9彩であったものが， 1947年には47.8彩， 1948年には28.8彩になっている。この朝鮮
人地主のもつ小作地の減少は，何を物語るのか。朝鮮人地主は，アメリカ軍政の土地改革
に頑強に抵抗しながら，そのかたわらで自らの小作地を自作地に変えていたのである。小
作人に土地が売られ， 小作農が自作農になったこともあった。 ミッチェルは， そのばあ
ぃ，地主が小作地を見限って売ったばあいには地価は安く，小作人が自作化したいと望ん
だばあいには，価格は高いと書いている。地主の力が強く，中小地主の多い朝鮮であるか
ら，地主の自作化，もしくは，名儀を家族や親戚のものに移して，所有地を細分するとと
もに，名目的にだけ自作化したものもあったであろう。しかし，数年にわたる土地改革論
議のかたわらで進行した小作地の自作地化は，立法議院における地主議員の土地改革法案
阻止の動きとあわせてみるとき，地主制解消のきわめて地主的コースを示しているのでは
なかろうか。
これまで，土地改革が農民的土地改革として不充分なばあいには，それが農民を利する
ものでなかったことの説明に重点がおかれていた。金広志もアメリカ軍政庁の行った土地
改革について，小作料統制も1日日本人所有地の払下げも，予定されたように遂行できなか
ったことと，農民を利するものでなかったことの指摘に重点をおいている。しかし，農業
資本主義化の二つの道の理論を頭におけば，この地主の抵抗が， 9日来の地主制をそのまま
維持しようとするためのものであるのか，その抵抗の過程で地主に有利な形で地主制が解
消しているかが注目されなければならない。これまでは，農民的土地改革と地主的土地改
革とが対抗するものとして把えられるのではなく，農民的土地改革と封建的土地制度の維
持，拡大とが対抗するものとして把えられて，地主的土地改革が完全に無視されてきた。
南朝鮮についても，農地改革法の地主に有利な条頃から，分与農地移転特別措置法，開墾
促進法まで，すべてが封建的土地所有の維持・拡大と結びつけて説明されることが少なく
なかった。そのために，法律上「非合法」な小作地が，隠蔽された形でどれだけあるかと
いうことが，必ずしも科学的推計といえない方法でせんさくされてきた。しかし，とくに
日韓条約締結後の韓国経済の成長を目前にして，この経済発展のかたわらで，前近代的土
地所有関係がどのように共存できるかということとともに，あるいは，それよりも，資本
主義的関係が，農村において，どのような形でのびているか，またおさえられているかの
分析のほうが，はるかに重要なのではなかろうかn
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しかし，南朝鮮においては，アメリカ軍政庁の土地改革係問者も，土地改革を農民の左
傾化にたいする防止策として考えており，土地改革後の独立自営農の発展の内容もしくは
可能性については， ほとんど考えていなかった。ただし，今日の資本主義の段階におい
て，農民的であれ，地主的であれ，土地改革がその後の農業の資本主義的発展とどのよう
に結びつくことができるかは，あらためて考え寵さなければならない問題であろう。
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